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序文
ドイツは、2009年2月24日以来国連障害者権利条約（CRPD）と選択議定書
の批准国である。この国連権利条約を実施する国家行動計画（NAP）は、2011年6月連邦政府によって承認された。この最初の国家報告
は2011年8月に公表され、障害者権利委員会に付託された。
ドイツCRPD同盟は、2012年1月に、ドイツにおけるCRPDの実施に関する国家報告のレビューに参加することと、パラレルレポートをまとめる目的で設立された。このパラレルレポートは、2013年12月にCRPD委員会に提出された。
本同盟は、全体で、78団体から成り、したがって、基本的にドイツにおける幅の広い障害者の政治団体を代表している。それらの団体の多くは、障害者自己代表団体、障害者自助団体、そして社会的団体の分野から出てきた。その他のメンバーには、福祉団体、障害者支援に関わる専門家団体、精神医学専門家、および教育分野からの専門職と専門家団体、開発事業、親の会、労働組合を含む。このコンソーシアムは、ドイツにおける人権の観点から障害問題に対処する最も総合的な同盟である。これら78団体によるリストは以下のURLと付属文書で入手できる。
http://www.brk-allianz.de/index.php/m-beteilgtengos.html
このドイツCRPD同盟によって準備された事前質問事項の提出を通して、CRPD実施の状況に関する優先事項についてドイツ市民社会からの簡潔な情報を提供する。特に、CRPD委員会による最初のレビューに向けてドイツ政府に対する事前質問事項のための質問を提案する。この提案された質問は、このレポートの最初に記載されるとともに、関連するCRPDの条文に対応する部分にあるテキストにも記載されている。
事前質問事項のための提案設問
1－4条
· 国内法（連邦法と州法の両方）において、国連CRPDの実践のための特定の法的な措置および連邦および州の両方で管理や有効な実施を行っていない場合、制裁措置を直ちに制定するためにどのような取り組みがなされているのか？CRPDとの適合性についてすべての連邦および州法を評価するために、またそれに応じて調整を行うためにどのような措置が行われているのか？

· 具体的な目標、指標、ベンチマーク、実施スケジュールを明確にすることで、また連邦と州レベルの両方で障害者と彼らを代表する団体が積極的に参加して国家行動計画（NAP）の継続的な監視と評価を行うことにより、それを実施可能にするためにどのような措置が行われているのか？

· 「影の翻訳」の十分な配慮およびオーストリア(CRPD/C/AUT/CO/1, パラ 7)の総括所見におけるCRPD委員会の勧告に従ってCRPDのドイツ語公定訳を改訂するためにどのような措置が講じられるのか、また障害者団体の参加はどのように保障されるのか？

· 障害者によって述べられた実体験が、彼らに関するすべての政府の行動を導き、かつ、その総合的な参加を確保するために法律、政策、及び実施の全ての分野における拘束力のある参加基準と仕組みを開発すべく、障害当事者および彼らを代表する団体と共に連邦政府によってどのような措置が行われているのか？

第5条

· 合理的配慮の概念を連邦および州の機会均等法に組み込み、その提供を確保するために公共及び民間部門の両方に対して研修を行うためにどのような措置が講じられているのか？待遇の平等に関する一般法において、合理的配慮の否定が障害に基づいた差別となるという認識を含め、法律で「合理的配慮」の定義を規定するためにどのようなイニシアチブが取られるのか？
· 重複障害者に対する差別を検討するためにどのような措置が行われているのか？特に、いつ「盲ろう(TBL)」は、「重度障害者」の法律と医療ケアに関する法令で認められ、それらに導入されるのか？

· 移住経験のある障害者のための統合プログラム及びサービスは、文化に配慮があり、　アクセシブルで、差別がないどのような措置が行われているのか？

第6条
· 主流のより広い女性の権利戦略とキャンペーンに組み込むために、障害がある女性と少女のための特別の活動をしながら、障害のある女性と少女の権利に対して2本立てのアプローチを成功裏に実施するためにどのような措置がとられているのか。
· 障害のある女性、特に移住経験のある障害のある女性のための高等教育及び職業訓練へのアクセス上のバリアを取り除くためにどのような措置が取られたのか？障害のある女性のジエンダーギャップ及び失業率に対処するためにどのような措置が講じられているのか？

· 障害問題に関する連邦のあらゆる統計が、ジェンダーに特化したデータ収集と分析に基づくようにするためにどのような措置が講じられているのか？

· ドイツ介護保険法において同性の介護人を保障するためにどのような措置が取られているのか？

第7条
· 「包括的な早期介入措置」が、早期介入措置令とともに法令を出す権限に関する第9編32条の再検討を含め、社会法典の明確な規定の対象となるのはいつなのか？

· 担当州庁、サービス機関、およびサービス提供者の団体間の明確な枠組み協定をつくる際に、州政府によってどのような措置が取られているのか？

第8条
· 行政内、公共および民間領域で、障害者団体と協力して包括的な人権教育のためのスキームを開発するためにどのような措置がとられているのか？

第9条
· CRPD第9条に従い、（また、人権理事会の広く受け入れられた勧告No.124.175（(United States of America) (A/HRC/24/9) 2013）を履行するために）、アクセシビリティを確保すべく公衆に施設およびサービスを提供する民間法人を法的に義務付けるために、どのような措置が取られているか？
· BITV 2.0法が連邦機関以外にも導入され、州の機会均等法（LGGs）によって、州および地方自治体で有効となるようにするため、どのような計画が予想されるのか？ 
· アクセシブルな住宅の提供を確保するためにKfWの「年齢に適した改装」のインセンティブ制度に対して、追加的な資金提供が受けられるようにするためにどのような措置が講じられているか？
第12条
· ドイツの後見法を廃止し、関係する個人の自律、意思、好みを尊重するCRPD/C/AUT/CO/1のパラ28に準拠して、「支援された意思決定」を導入する法律に置き換えるために、どのような措置が講じられているか。

· CRPD第12条に基づき、契約不能に関する規定を廃止するために、どのような措置が取られているか。 
第14条
· 実際のまたは認知される障害の存在が自由の剥奪を正当化することはできないことを規定する権利条約第14条に従って、障害とその人自身や他の人への危害の可能性やケアと医療に帰するニーズなど他の事実に結びつける法的規定を含む、障害および、または後見人の責務に基づく施設収容に関する州法を廃止し、当該拘留の対象となった個人の釈放を保証するよう迅速かつ効果的な救済を確保するためにどのような措置が講じられているのか？

第16条
· 障害児に暴力、虐待、搾取から保護される権利を教えるために障害児に手を差し伸べるDPOと協議して、どのようなアクセシブルな意識向上キャンペーンがあるのか、または開発されているのか？

· 強制収容と治療を含む虐待、暴力、搾取の犠牲となる障害者数に関するデータを、これらの行為をうまく排除する効果的な戦略と法律を工夫するために、年齢、性別、障害グループ、民族性、地理的位置などに分類して集めるためにどのような措置が講じられたか？ 

· 暴力との戦い（例：意識向上キャンペーン）を目的として障害者のために入手可能となる暴力のケース（例：警察による調査）を明らかにし、暴力の被害者に援助（例：児童養護施設や社会的支援）を提供するためにどのような措置が講じられているか？

· 暴力にさらされている障害のある子どもや成人に、女性の避難所を含む、アクセス可能な苦情処理制度、ホットライン、犠牲者の援助、相談サービスを特定し、たとえば、ドイツ手話への通訳、あるいは、ドイツ手話からの通訳の提供を保障するためにどのような措置が講じられているか？
· 介護または援助が必要な人および/または障害者施設に住む人で、暴力にさらされている障害のある男女の保護を確保するために、暴力に対する保護に関する法律はいつ見直されるのか？
· 入院患者と外来患者ケアの両方における医療過誤が、排除され、将来回避されるようにすべくケア基準を定義し、実施し、効果的に監視するために、どのような措置が講じられているか？
第17条
· ドイツ高等裁判所と権利条約の規定に基づく、障害者自身による自由でインフォームドコンセントという手続き抜きで、障害者の強制治療を許可し、容易にする、精神障害及び法医学施設における、精神障害者、施設収容、入院にかかる全ての州法を廃止するためにどのような措置が取られるのか？

第19条

· 障害のある人が、支援のための費用の問題に関わらず、介護者の性別の選択を含め、コミュニティ内で住居の場所と住居のタイプを自由に選ぶことができるようにするために、どのような措置が講じられているか（パラ37を参照 、CRPD / C / AUT / CO / 1）？

· 社会法典第12編、13条パラ1の3に基づき、機関が住宅や施設[Mehrkostenvorbehalt]に対する支援における障害者の選択肢を制限するために適用する追加の費用に関する条項を廃止するために、どのような措置が講じられているか？

· 障害者が個人予算―を使って、目下の実施上の問題を軽減できるようにするために、どのような措置が講じられているか？

第23条
· 障害のある両親が子どもの親権を保持し、家族に対する権利が尊重され保護されることを確保するために、連邦レベルでの親の援助と育児支援の権利を明確に確立するために、どのような措置が講じられているか？ 
· ドイツ民法典905条（同意を与えることができない者の不妊手術）を廃止し、法律の不妊手術、中絶、不妊その他の手続きにおいて、関係する個人の自由な同意とインフォームドコンセントなく行われることを明確に廃止し、第三者から提供された代理人の同意を明確に禁止するためにどのような措置が講じられるか？
第24条
· インクルーシブな教育に対する個人の権利を制限する教育法の法的な条項を廃止するためにどのような措置が講じられるのか？

· 連邦政府と州政府が、インクルーシブ教育を実施するために協力的で、調整され、献身的な共同のアプローチを確保するために、どのような措置がとられているか？連邦政府は、人材、組織その他の配慮/条件の欠如に基づいてインクルージョンの実現を拒否しうる州法に含まれる法的例外にどのように対応するのか？

· 申請とサービス配分の手続きに差別がないことを確実にする、州法に合理的配慮の規定を制定するために、連邦政府によってどのような措置が講じられているか？そして、個人の支援計画策定において、障害者とその親がどの程度包含されているのか？

· 連邦政府は、正規の学校では、手話通訳や授業援助の提供など、不利な立場にある生徒や学生に対して合理的な配慮と補償が認められるようにすることをどのようにして確立させるか？

· 障害児教育についてすべての教師（特別支援教育教師だけでなく）の必須の訓練に、またインクルーシブ教育の価値と原則が教師の訓練や教育のキャリアの始めに注入されることを確保するために、大学の中核教員養成カリキュラムの不可欠な部分としてどのようにインクルーシブ教育が包含されているのか述べよ。

· 連邦政府が、学校や大学の障害学生の統計データの欠如を解決し、障害や慢性疾患のある学生のグループを調査するとともに、教育上の法的規定のギャップを埋めるために、どのような措置が講じられているか？

· CRPD第24条にある、英語の 「インクルージョン（inclusion）」を「統合（integration）」としたドイツ語の誤った公定訳を変更するために、どのような措置が取られているか？

第25条
· 合理的配慮の提供、質の高い、熟練したケアおよび関係する個人の自由なインフォームドコンセントの尊重を確保するために保健ケアへのアクセスの障壁（態度、知識、実行力、コミュニケーション能力、現場及びコミュニケーションの障壁など）を取り除くためにどのような措置が講じられているのか？

· 合理的配慮、個人の自由なインフォームドコンセントへの権利、障害者とのコミュニケーションを含む障害者の権利についてすべての保健専門家を訓練するためにどのような措置が講じられているのか？

· 全国、特に農村部において障害者に対する保健サービスへのアクセスを確保するために、性・生殖に関する保健サービス、医療保険の実施、リハビリ分野の人材不足や数が限られた医療施設への対応を含む、アクセシブルな保健サービスへのアクセスを確保するためにどのような措置が講じられているか？

· 障害者に対してアクセシブルな言語（手話と含む。）および様式で、性・生殖に関する保健を含む保健サービスの情報を普及するために、どのような措置が計画されているか？

第26条
· 医学的、職業的及び社会的リハビリテーションがより効率的に連結され、機関を超えたカウンセリングと調整されたサービス提供が確保されることを保証するために、連邦政府によりどのような措置を講じられているのか？

第27条
· 企業が、より多くの障害者を雇用するよう、たとえば、納付金の額の引き上げにより、インセンティブを強化するためにどのような措置が講じられているか？

· 障害のある女子や若い女性の職業訓練へのアクセスを改善し、増加させるための取り組みを含む、有給雇用に関する障害のある女性の状況を改善するために、障害を持つ女性およびその代表組織と協議してどのような措置が講じられているか？

· 必要な支援を得て一般労働市場における機会を増やし、雇用を促進するために、また、個人が障害者作業所で働くかどうかを自由に選択することを確保するためにどのような措置が講じられているか？

· 企業がすでに障害者を雇用しているかどうかにかかわらず、職場をアクセシブル（感覚障害者のためのインターネット、イントラネットおよびIT規定を含む。）にし、合理的配慮の提供が求められる、職場法令の拘束力のある条項を実施するために、どのような措置が講じられているのか。
· 職業リハビリテーションプログラムへのアクセスを改善し、リハビリテーションの権利を保証するために、ドイツおける職業リハビリテーション利用者の認定数を増やすべく、どのような措置が取られているか？

第28条
· 障害者のための参加サービスは、措置とは別に、社会サービス法により与えられること、またこれらのサービスは所得や資産と無関係に与えられることを確保するためにどのような措置が講じられるのか？

第29条
· 連邦法13条パラ2及び3、州と地域および欧州選挙法に関する法律における同一の規則に従って、障害者というカテゴリーの人々の投票権行使の全般的な排除を取りやめるために、どのような措置が取られているか？

· 障害者が、CRPDの規定に従って、政治参加権を行使できるようにするため、財政的および制度的支援を含む障害者のDPOの創設と運営を支援するためにどのような措置が講じられているか？

第31条
· 政府により統一されたデータベースを構築し、インターセックスの人を含む性別、年齢、障害の種類、民族性、都市/農村部の人口など（たとえば、教育、保健、法へのアクセス、法的能力、暴力、雇用、施設収容、住宅、政治参加など）により分類されたすべての分野の情報を体系的に収集するために、またそのために障害者と彼らの代表組織を積極的に関与させ、密接に協議するためにどのような措置が講じられているのか？

· 人権指標に基づいた生活機会調査を確立するために、どのような措置が講じられているのか？

第32条
· 政策レベルでのインクルーシブな発展と人道的援助へのコミットメントが、各省庁と実施機関の固有のプロセスと実践に組み込まれていることを確保するためにどのような措置が講じられ、開発協力への障害者の包摂を確保するためにどのような財源（割当総予算の割合を含む）が提供されるのかを明確にしてください。
· 一般的なプログラムやプロジェクトにおいて障害者を主流化する行動の度合い、とくに障害のある人を対象とするプログラムやプロジェクトの質や範囲を測定するためにどのような措置が講じられているかについて詳細を述べてください。
A．目的と一般的な義務（条約1－4）
分野横断的な問題、連邦制、参加と協議

連邦制：CRPDは、連邦共和国と連邦州（の両方）で拘束力がある。このことは、一貫した人権のアプローチと観点が、未だ障害者に関するドイツの政策と法律で、適切に実践されていないので、行動への高い必要性を明らかにする。不幸なことに、覚書
の中で、連邦政府は、多くの場合、実践の必要性を相対化する。たとえば、施設収容に関連して自由の剥奪に関するドイツ法は、完全にCRPDの条文（第14条）に対応する
と主張する。同様に、ドイツの教育制度は、CRPD24条との多くの整合性を含むと主張している。同様の注釈で、ドイツ連邦共和国の州の教育文化閣僚会議は、ドイツの法的な状況は、CRPDで規定された基準に基本的に対応していると主張していた
。この点については、連邦政府は、条約を採択する前の国際的な文脈におけるよりも、ドイツ内での方がそれほど断固としたものではない（ように見える）。ドイツCRPD同盟は、この落ち度を見つけ、ドイツでCRPDに従って対応行動をとるとても大きなニーズがあることを強調する。

国家行動計画（NAP）：
国連CRPDの実践
に向けた連邦政府の国家行動計画は、CRPD目標達成への満足できる実践とはなっていない。この計画は、CRPD第24条が、たとえば教育システムのインクルージョンを担う主たる当局として州や地方自治体を規定しているとしても、この計画ではそのようには見なしていない。同様に、NAPの実際の中身には、失望させるものである。この計画は、個々の200以上の措置がリストアップされているが、これらの措置は、しばしば野心や実務的な措置が欠如している（たとえば、高齢市民のニーズに合う建物の建設に関する情報の冊子を再発行するなど
）。その他の特にリスト化された分野横断的な問題は、たとえば、移住などこれらの措置においてあまり考慮されていない。ドイツ人権機関
によって発行された規定とは対照的に、NAPが達成するはずの拘束力があり、検証可能な目標に欠けている。NAPの中でリスト化された施策の多くは、具体的な目標、指標、ベンチマーク、および実施スケジュールが含まれない。その成果を測定することや、CRPDの実施について監視をすることが不可能である。NAPを策定するプロセスの中で、市民社会の参加は、満足すべきものではない。市民社会団体は、政府の会議に招待され、NAPに関する声明文を公表するが、このことは、結果的に変化をもたらさない。このドイツ障害者協議会と協力する団体は、NAP策定期間中においてより良い参加をどのように推進するかについて明確な提言をした
。団体のヒアリングでのNAPに関する市民社会からの提案は、考慮されていない。
提案設問
· 国内法（連邦法および州法の両方）において、国連CRPDの実践のための特定の法的な措置および、連邦・州の両方で管理や有効な実施を行っていない場合、制裁措置を直ちに制定するためにどのような取り組みが取られるのか？CRPDとの適合性についてすべての連邦および州法を評価するために、またそれに応じて調整を行うためにどのような措置が行われているのか？
· 具体的な目標、指標、ベンチマーク、実施スケジュールを明確にすることで、また連邦と州レベルの両方で障害者と彼らを代表する団体の積極的に参加して国家行動計画（NAP）の継続的な監視と評価を行うことにより、それを実施可能にするためにどのような措置が行われているのか？

翻訳への参加: 

国際的な障害者運動のスローガン、「私たちのことを、私たち抜きに決めない」は、条約の交渉を支持し、すべての条項を実施するための指導原則と義務としてうまく組み込まれた。しかし、ドイツの連邦政府は、（第4条3項に記されているように）障害者を代表する団体と相談することで、彼らの参加を確保するという義務の行使に失敗した。 権利条約がドイツ語に翻訳されたとき、市民社会は関わらなかった。その結果、政府により採択された公定訳には
、多数の間違いがあり、CRPDの意味をゆがめている。その結果、障害者の権利の保護レベルを低め、意識向上の目的にふさわしくない（第8条）。たとえば、「包摂」（第24条）という正しい用語を使わずに「統合」と翻訳された。「自立生活」（第19条）という用語は、「unabhängige Lebensführung」として訳されたが、「Selbstbestimmt leben」は、より良い選択肢となる。「アクセシビリティ」（第9条）の概念は、「Zugänglichkeit」と訳されたが、「Barrierefreiheit」が、法的に拘束力があるので
、適切な用語と考えられる。担当局は、間違いを訂正することを拒否したので、ドイツの当事者団体は、CRPDに最も合致する用語を使って「影の翻訳」
をまとめざるをえないことに気付いた。その間、連邦政府は、「Inklusion」という用語を使い始めたが、今日まで間違った翻訳の拘束力のある訂正を促しはしなかった。
提案設問
· 「影の翻訳」の十分な配慮およびオーストリア(CRPD/C/AUT/CO/1, パラ 7)の総括所見におけるCRPD委員会の勧告に従って、CRPDのドイツ語公定訳を改訂するためにどのような措置が講じられるのか、また障害者団体の参加はどのように保障されるのか？
市民社会の参加－国家報告：障害者と彼らの団体は、多くの政府主催の委員会に参加し、非常に多くの会議
に招待されたが、この参加は、平等の資格を得るわけではない。ドイツCRPD同盟は、国は、政府が障害者団体と積極的に関わり、密接に相談するというCRPDの義務に従わず、現在の参加の支配的な様式を活用し続けているという見解を持っている。ドイツCRPD同盟は、障害者団体の参加を確保するために実行すべき新しいアプローチを求める。
国は、この新しいタイプの参加は、市民社会の協力でどのように実施されるかを規定する必要があるだろう。
最初の国家報告の序文で、平等な参加に関してCRPDの傘のもとに「市民社会のインクルージョン」について言及している。しかし、CRPD の第35条パラ4（2）とは違って、国家報告は、障害者を代表する団体と密接に協議し、または積極的な関与（CRPD第4条パラ３）のもとに編さんされなかった。ドイツCRPD同盟は、概して国家報告は、報告時期において人権の既述事項に基づいたCRPD実施の評価を示していない、という見解を持っている。むしろ、その報告は障害者の生活体験と多様性を反映したデータが欠けるドイツ連邦共和国の法的な状況を示すに等しい。この点について、ドイツCRPD同盟は、現在の国家報告は、CRPD委員会のガイドライン
で設定された条件を満たしていないと考える。
提案設問
· 障害者によって述べられた実体験が、彼らに関するすべての政府の行動を導き、かつ、その総合的な参加を確保するために法律、政策、及び実施の全ての分野における拘束力のある参加基準と仕組みを開発すべく、障害当事者および彼らを代表する団体と共に連邦政府によってどのような措置が行われているのか？
B.特定の権利（第5条－30条）
平等と差別（第5条）

CRPDでは、「合理的配慮」
の概念は、差別のないこと、機会均等
を保障するための主要なツールを意味する。国は、民間企業によるものも含め「合理的配慮」を義務として保障しなければならない。しかしながら、ドイツ法は、合理的配慮についてほとんど規定しておらず、あっても、明確にそのように呼ばれていない。（たとえば、第9編81条
）これらの配慮には十分でないものがあり、それらの資金は保証されていない
。合理的配慮は、もともと法律によって制定されていない。さらに、ドイツ法は、合理的配慮の否定は、障害に基づく差別となると述べておらず、まだ合理的配慮の否定に対して罰金の規定がなく、合理的配慮について公共及び民間の関係者への意識向上及び研修に対する規定もない。
提案設問：
· 合理的配慮の概念を連邦および州の機会均等法に組み込み、その提供を保障するために公共及び民間部門の両方に対して研修を行うためにどのような措置が講じられているのか？待遇の平等に関する一般法において合理的配慮の否定が障害に基づく差別となるという認識を含め、法律で「合理的配慮」の定義を規定するためにどのようなイニシアチブが取られるのか？
盲ろう者を含む広範囲なケアのニーズのある人々は、重複障害を経験している。このことから、彼らの社会生活を送ることを阻む多数のバリアが生ずる。この結果、彼らは、コミュニケーション、情報、移動、および日常生活の組織化の分野において援助、支援、説明、平易な言葉、リハビリテーションの措置及び機器を必要としている。多くの場合、障害者が社会生活に参加することが可能になる支援は、質・量いずれの点からも、重複障害から生ずる個々の特別なニーズに合わせて十分に調整されていない。欧州議会は、2004年にすでに盲ろうを特定の障害として認めている。ドイツにおける最近の政治的な議論では、「盲ろう」の特性を確立するという願いが強まっているように思われる。しかし、いままで、具体的な措置は、行われていない。
移住経験を持つ障害がある人々は、これら２つの特性に基づいた多様な差別
を経験する。彼らの自国語で入手可能な支援にかかる総合的な情報は、アクセシブルでなく、相談施設で働く多数の人が異文化の研修を受けていない
。実際、または、想定される言語の欠如のために、移住の背景を持つ障害のある子どものうち特別支援学校に通っている者が不均衡に多い（第24条を参照）。彼らは、学校教育終了後、しばしば「障害者作業所」[WfbM]に配置される。
提案質問：

· 重複障害者に対する差別を検討するためにどのような措置が行われているのか？特に、いつ「盲ろう(TBL)」は、「重度障害者」の法律と医療ケアに関する法令
で認められ、それらに導入されるのか？
· 移住経験のある障害者のための統合プログラム及びサービスは、文化に配慮があり、　アクセシブルで、差別がないどのような措置が行われているのか？

障害のある女性（第6 条）
約400万人の障害のある女性が現在ドイツに住んでいる。しかし、ジエンダーと障害に基づき、生活の多くの点で複合的な差別を体験している。障害のない女性、障害のある男性よりもしばしば、貧困ラインに近い生活を送り、経済的な窮乏に直面し、社会的に排除されている。同様に、彼らを他の女性と比較した時、配偶者も、子どももいないで、生きる傾向があり、彼らの失業率は平均より高く、障害のない女性の２～3倍もの暴力を経験している
。
2009年の後半のドイツには、234万人の人々―その大部分は女性－が、介護保険法（社会法典第6編）で定義された介護を必要としている。介護を受ける者の3分の2以上が自分の家に住んでいる。この場合も彼らのほとんどが女性である。また施設で完全介護を受ける者は女性である
。介護は求めに応じて同性の介護人によって提供されるべきであるという事実はドイツの法律によって保護されていない。介護保険法によれば、この要求は、できる限り充足されなければならない
。この規定は、障害のある人のプライバシーの保護や個々の権利の適切な配慮を行っていない
。

移住経験のある女性は、労働市場においてより一層の不利益を被っており、それだけより一層低い収入となる。すべての障害者の中で、彼らは、最低の教育レベルにある。彼らのわずか半分以上が何らかの職業訓練を終えていたにすぎない
。多種多様な不利益にもかかわらず、障害のある女性に対応する相談窓口は、移住経験のある障害のある女性に手を差し伸べることが非常に難しいと報告している。
提案設問：

· 主流のより広い女性と少女の権利戦略とキャンペーンに組み込むために、障害がある女性と少女のための特別な活動をしながら、障害のある女性と少女の権利への2本立てのアプローチを成功裏に実施するためにどのような措置が行われているのか？

· 障害のある女性、特に移住経験のある障害のある女性のための高等教育及び職業訓練へのアクセス上のバリアを取り除くためにどのような措置が取られたのか？障害のある女性のジエンダーギャップ及び失業率に対応するためにどのような措置が講じられているのか？

· 障害問題に関する連邦のあらゆる統計が、ジェンダーに特化したデータ収集と分析に基づくようにするためにどのような措置が講じられているのか？

· ドイツ介護保険法において同性の介護人を保障するためにどのような措置が取られているのか？

障害のある子ども（第7条）

2005年後半からの統計データによると、161,555人の障害のある子どもが当時、ドイツに住んでいた
。しかしこの数字は、重度障害者のＩＤカードを受け取った子どもたちだけで、すべての障害のある子どもを含んではいない。障害のある子どもたちと家族は、ドイツでかなりの問題に直面している。これらは、不明瞭な法律上の規定に関わる部分と様々な機関の膨大な数に関わる部分がある。
ドイツの社会システムは、厳密に分離された分野と責任で特徴づけられる。その結果、障害のある子どもたちは、しばしば、必要な支援を受けられず、そのことが、彼らの成長に悪影響を及ぼす。社会法典第9編で2001年に規定された包括的な早期介入措置は、これらの不利益を補うことを目指している。さらに、連邦政府は、州と一般協定を締結した。これらの協定は、実際には機能しておらず、11年後の2012年には、大多数の子どもたちは、未だに必要なサービスにアクセスすることができなかった。「包括的な早期介入」システム
の欠陥を解決するため法的改革が必要であることが科学的に証明されている。しかし、連邦政府は、NAPにおいてこの問題を「分析」、「討議」するだけで、法的な解決策はとらないと述べる
。
提案設問
· 「包括的な早期介入措置」が、早期介入措置令とともに法令を出す権限に関する第9編32条の再検討を含む、社会法典の明確な規定の対象となるのはいつなのか？

· 担当州庁、サービス機関、およびサービス提供者の団体間の明確な枠組み協定をつくる際に、州政府によってどのような措置が取られているのか？

意識の向上 (第8条)

障害の支配的概念は、ドイツでは医学的視点から未だに非常に多くの情報が得られているので、キャンペーンやその他の意識向上活動が緊急に必要である。障害のある人は、欠陥があり、助けを必要とみなされる
。 「障害」、「苦しみ」、「同情」の概念はしばしば絡み合い、ほとんどの出生前対策は「障害」を避けることを目的としている。社会の障害観に対するドイツ語の言説は、障害学の文脈で導入された「能力主義（ableism）」
の理論的アプローチを大部分無視している。行政内および公的な範囲内では、人権に基づく「障害」の概念は事実上存在しない。

提案設問：
· 行政内、公共および民間の領域で、障害者団体と協力して包括的な人権教育
のためのスキームを開発するためにどのような措置がとられているのか？

アクセシビリティ (第9条)

アクセシビリティ計画：

アクセシビリティについて連邦レベル[BGG]と州レベルの法律があるが、環境、物理、情報、コミュニケーションなどすべての分野をカバーするアクセシビリティ計画は実際には存在していない。国家行動計画と州の行動計画に設定された2つの措置があるのみである。しかし、期限が守られなくても制裁はない。監視と評価に拘束力のある手続きがなく、またすべての段階で障害者団体（DPO）を含めるのは、拘束力のない同意書にすぎない。
民間企業のための目標協定：民間企業障害平等法5条（2002年）は、民間企業に対する拘束力のある法的義務を規定する代わりに、企業、事業団体、及び障害者団体間で、アクセシビリティ目標協定を交渉する可能性を規定しているにすぎない。しかし、民間企業はそのような義務を負わされていない。したがって、少数の協定のみが交渉されてきた
。その結果、アクセシビリティの包括的な改善はなかった。
インターネットとユーザーインターフェイス：ドイツは、BITV2.0法により、連邦政府のウェブサイト
の設計に関するモデルの法的基準を設定した。しかし、これらの基準は行政機関以外では有効ではなく、しばしば無視される。同様に、ITユーザーインターフェイスにはアクセシビリティのバリアが含まれる。数多くのソフトウェア、モバイルアプリ、デジタル署名は、法的に拘束力のあるアクセシビリティ基準に従っていない。したがって、多くの公共サービスと職位は、障害者にとってアクセシブルではない。たとえば、市民と当局、または裁判所との間の将来のITベース通信のプラットフォームであるDe-Mail（法律）
は、電子ID文書の対応する機能としてアクセシブルでない
。
アクセシブルな住宅：ドイツアクセシブルな共同住宅の数は正式には不明であるが、連邦交通・建物・都市開発省によれば約50万軒と推定されている。 2025年に予想されるアクセシブルな共同住宅のニーズは、2.0〜2.5百万軒である
。このような状況を踏まえ、連邦政府は、2011年に、連邦および州の公法機関であるドイツ復興借款公社（KfW）の不利益補償「年齢に応じた改装」
計画への参加を段階的に廃止したことは理解し難い。近代化対策の範囲内で、アクセシブルな住宅（社会的住宅を含む）と住宅改装措置により障壁を取り除くことを促進し、資金提供することは不可欠である。

提案設問：
· CRPD第9条に従い、（また、人権理事会の広く受け入れられた勧告No.124.175（(United States of America) (A/HRC/24/9) 2013）を履行するために）、アクセシビリティを確保すべく公衆に施設およびサービスを提供する民間法人を法的に義務付けるためにどのような措置が取られているか？
· BITV 2.0法が連邦機関以外にも導入され、州政府の機会均等法（LGGs）によって、州および地方自治体で有効となるようにするため、どのような計画が予想されるのか？ 
· アクセシブルな住宅の提供を確保するためにKfWの「年齢に適した改装」のインセンティブ制度に対して、追加的な資金提供が受けられるようにするためにどのような措置が講じられているか？
法律の前にひとしく認められる権利 (第12条)

法的後見人件数は絶えず増加している（2005年後半に120万件、2010年初めに130万件）
。多くの人は法的後見人の代替手段を持っていない。アクセスを容易にし、個人が自分で決定することを支援するしきい値が低い意思決定システムはない
。ドイツの後見法には「支援」の原則に対するいくつかの言及が含まれるが、それはいまだに「代理による意思決定」の原則に基づいている。したがって、この法律を廃止し、支援される意思決定の仕組みを導入する必要があり、そうすることで、障害者が法的能力を発揮するために必要な支援のアクセスを確保するために締約国に義務付けているCRPD第12条パラ３を実施することが可能となる（「支援された意思決定」）。

ドイツの民法における契約不能に関する規定は、人が、意志の自由な行使を阻止する「病的精神障害」の状態に恒久的に置かれるという仮説に基づいている。これらの者は、社会法典105条aで定める例外を除いて、法的関係への参加から除外され、その意図の宣言は無効である（104頁以降のBGB））。これらの民法の規定は、すべての人が法的能力を持つこと、そして、法的能力を発揮するために彼らに必要な支援を提供しなければならないことを要求する権利条約第12条パラ２と3による「法的能力」という概念に沿ったものではない。人を永久に契約で不能と特徴づけることは、国連CRPDに合致していない。
提案設問：
· ドイツの後見法を廃止し、関係する個人の自律、意思、好みを尊重するCRPD/C/AUT/CO/1のパラ28に準拠して、「支援された意思決定」を導入する法律に置き換えるために、どのような措置が講じられているか。

· CRPD第12条に基づき、契約不能に関する規定を廃止するために、どのような措置が取られているか。 
身体の自由及び安全（第14条）

いくつかのドイツの法律は、意志に反して個人を施設に収容することを認めている。公的施設への委託は、州内で異なる条項を前提としており、自分自身や他者に対する危険を防ぐために、個人を収容する可能性を規定している。施設収容に関する社会法典の市民権の規定によれば、人が自分自身に危害を及ぼすことから保護するためにその人を収容することは合法である。 2005年には、ドイツでは193,373件の、そして2009年には236,377件の強制収容が実施された。全体的な数字は1992年以来継続的に増加している
。

収容の多くの事例は、他のコミュニティベースの治療または社会的支援の欠如、または特定の状況や人を扱うことができない他の機関の結果から生じる。また、機関は、しばしば、タイムリーに、またはその結果として、コミュニティ内の個々の事例に適った方法で、そのサービスを進んで提供するという意思がない。

提案設問
· 実際のまたは認知される障害の存在が自由の剥奪を正当化することはできないことを規定する権利条約第14条に従って、障害とその人自身や他の人への危害の可能性やケアと医療に帰するニーズなど他の事実に結びつける法的規定を含む、障害および、または後見人の責務に基づく施設収容に関する州法
を廃止し、当該拘留の対象となった個人の釈放を保証するよう迅速かつ効果的な救済を確保するために、どのような措置が講じられているのか？
搾取、暴力および虐待からの自由（第16条）

近年、連邦政府は、障害のある女性や女児に対する暴力の防止と闘いに向けて、いくつかの措置を行い。実施してきた。非政府組織は、これらの措置を承認した（例えば、女性に対する暴力撲滅のための行動計画Ⅱ）。しかし、NAPは2012年以降、さらなる暴力防止措置を提供していない。

連邦政府は、障害を持つ女性の生活状況に関する標本調査を依頼した。その結果は2012年に発表され、障害のある女性は性的暴力の被害者になる可能性が障害のない女性より2倍から3倍になっていることが示されている（すなわち、障害のある女性の半分以上が性的暴力にさらされている）。約74％の女性が、身体的、心理的暴力にさらされており、障害のない女性と比較して2倍の割合である。もう一つの問題は、暴力の発生を促進する組織内の構造的暴力で
、たとえば単身者用の個室の不足や、施錠できない浴室やトイレの存在などがある
。
さらに、暴力に対する保護に関する法律は、障害のある女性を十分に保護していない。例えば、障害のある人を、ケアをする家庭内のパートナーが暴力をふるって同居する家から追放された場合、代替介護者の費用が迅速に、また複雑な手順を経る必要がなく、保証する明確な法的規定はない。また、暴力に対する保護に関する法律は、犯罪者が同じ施設に居住している場合は、追放することができないため、障害者のための機関およびサービス分野の施設には適用されない。
ケアの文脈における暴力は、さまざまなレベルで存在する。これには、介護を受ける者への辱め、不十分な栄養補給、衛生上の必要性の無視、薬物投与中の暴力、言葉による攻撃、および身体的暴行が含まれる。介護を受ける者が拘束され、身体的に束縛されるような極端なケースは、一般の人々によく知られているが、言葉の屈辱や侮辱などのあまり明白でないケースも暴力の対象
とみなされる。
提案設問： 
· 障害児に暴力、虐待、搾取から保護される権利を教えるために障害児に手を差し伸べるDPOと協議して、どのようなアクセシブルな意識向上キャンペーンがあるのか、または開発されているのか？
· 強制収容と治療を含む虐待、暴力、搾取の犠牲となる障害者数に関するデータを、これらの行為を上手に排除する効果的な戦略と法律を考案するために、年齢、性別、障害グループ、民族性、地理的位置などに分類して集めるためにどのような措置が講じられたか？ 

· 暴力との戦い（例：意識向上キャンペーン）を目的として障害者のために入手可能となる暴力のケース（例：警察による調査）を明らかにし、暴力の被害者に援助（例：児童養護施設や社会的支援）を提供するためにどのような措置が講じられているか？
· 暴力にさらされている障害のある子どもや成人に、女性の避難所を含む、アクセス可能な苦情処理制度、ホットライン、犠牲者の援助、相談サービスを特定し、たとえば、ドイツ手話への通訳、あるいは、ドイツ手話からの通訳の提供をもって保障するためにどのような措置が講じられているか？
· 介護または援助が必要な人および/または障害者施設に住む人で、暴力にさらされている障害のある男女の保護を保障するために、暴力に対する保護に関する法律はいつ見直されるのか？
· 入院患者と外来患者ケアの両方における医療過誤が、排除されるようにすべく、ケア基準を定義し、実施し、効果的に監視するために、どのような措置が講じられているか？
個人の尊厳を守ること（第17条）

強制治療と強制投薬は、身体的な尊厳に対する重大な違反となる。精神科施設では、この規範は日々の業務の過程でさまざまな形で破られている。すべての入院患者の約10％が強制治療
にさらされており、入院患者の2〜8％が強制投薬
にさらされていると推定されている。強制収容の割合は、州間でも、また州内の地区間でもかなり異なる
。強制は、個々の州に特有の法律上の様々な規定や手続法、地域の介護条件に依拠する。

いまだ、精神科治療は、関係する個人の自由なインフォームドコンセントなしで頻繁に行われる。治療中、スタッフは脅迫や暴力を使用する可能性があり、これは関係する多くの人にとってトラウマになる。外来患者へのコミュニティべースの危機介入またはピア支援サービスを提供する措置はほとんどない。

ドイツ連邦憲法裁判所は、2つの州の現行精神医学法は違憲である
と裁定した。どちらの法律も、憲法に反する強制治療措置を認めている。

強制不妊手術：19ページの家庭及び家族の尊重（第23条）を参照
提案設問：
· ドイツ高等裁判所と権利条約の規定に基づく、障害者自身による自由なインフォームドコンセントなしで障害者の強制治療を許可し、容易にする精神障害及び法医学施設における、精神障害者、施設収容、入院に関する全ての州法を廃止するためにどのような措置が取られるのか？
自立した生活及び地域社会への包容（第19条）
コミュニケーション、移動、参加、独立したカウンセリング―それらはずべて、自立して生活をしたいと思っている障害者にとって絶対必要となるが―について、受益者の生活や社会環境に基づいた、密接なネットワークに対する大きなニーズがある。その結果、個人が自由に居住地を選択することは不可能なことが多い。 「国連のガイドライン」
の規定とは対照的に、国家報告はこの問題については沈黙している。その執筆者たちは、そのような申し込が実際どの程度存在しているか、またはCRPD第19条に従って作成されようとしているかを説明していない。しかし、障害者が十分に利用可能な援助を受けていない場合、彼らは、有償の援助の不足を補償する責任のある公的機関や親族その他の個人的な関係者に依存するようになる
。

特に広範な支援が必要な人は、生きたい人生、すなわち自分のアパートで援助を受けて生活ができるようにする代わりに、しばしば、財政上の理由から入所施設に住むことを強いられる
。このようにして、これらの個人は、CRPD 第19条が規定しているように自らの居住地を自由に選択していない。機関は、「合理的な」入院患者の選択肢（介護施設に居住する場合など；社会法典第13編13条パラ１（3）の規定を参照）と比較して、このサービスが「不均衡な追加費用」を伴わない場合には、外来患者の社会サービスの費用のみをカバーする。これらの機関が、「非均衡」とは何か、「合理的」は何かを決定する。この意味で、追加費用に関する条項は、居住地を自由に選ぶ権利を侵害し、したがってCRPDに反する。ドイツ人権研究所に設置された監視機関は、当局は、外来患者の支援と援助を得て生活するための申請を拒否する権利を持つべきではないと述べた
。
障害者がより自立した人生を送ることを可能にするドイツの既存の法的要件は、「個人予算
」である。しかし、個人予算の実現にはしばしば問題がある。責任のある当局は拒否し、往々にして影響を受ける人は、専門家のアドバイスやサポートなしに複雑な主題を把握することはできない。しかし、後者は保障されていない。CRPD第19条では、締約国は、地域社会における個人的な援助を含む必要な支援サービスを保障するとされる。しかし、ドイツでは、特に農村部で適切なインフラが不足している
。

提案設問：
· 障害のある人が、支援のための費用の問題に関わらず、介護者の性別の選択を含め、コミュニティ内で住居の場所と住居のタイプを自由に選ぶことができるようにするために、どのような措置が講じられているか（パラ37を参照 、CRPD / C / AUT / CO / 1）？

· 社会法典第12編、第13条パラ1の3に基づき、機関が住宅や施設[Mehrkostenvorbehalt]に対する住宅や支援における障害者の選択肢を制限するために適用する追加の費用に関する条項を廃止するために、どのような措置が講じられているか？
· 障害者が個人予算を使って、目下の実施上の問題を軽減できるよう
にするために、どのような措置が講じられているか？

家庭及び家族の尊重（第23条）－現在、ドイツの約39万世帯
は、未成年者と一緒に暮らす障害のある母親や父親で構成される
。通常、親の援助
や子育て支援
などのサービスにアクセスするには、長期間悪戦苦闘しなければならない。障害児に対する偏見（意識向上の欠如にもつながる）は、障害のある両親の場合、両親に必要な支援が与えられるよりも、子どもが家族から除外される可能性があることを意味する
。移住経験を持つ障害のある親は、支援を申請することになると特にひどく不利な立場に置かれる。また、適切なカウンセリングサービスが不足している。
強制不妊手術: 2002年から2009年の間に、ドイツでは、「同意できない者」の年間平均100回の強制不妊手術が許可され、実施された
。これは、法的後見人は、問題の人が「同意できない」とみなされた場合、不妊手術の代理の同意を求めることができるため可能となる。ドイツ民法典1905条は、「同意できない」とみなされた者の不妊手術が許可される条件を決定する。この規則は、法的能力に関する権利条約第12条、身体的および精神的尊厳の保護に関する第17条、障害者に生殖能力を維持する権利を保障する第23条パラ1(C), 医療の自由なインフォームドコンセントに関する第25条に適合していない。同様に、CRPD委員会は、不妊手術は、認められず、締約国に対し、一貫して、「障害のある少年少女、および、事前に十分なインフォームドコンセントと自由な同意がなく成人の不妊手術の使用を禁止する国家統一法を採用する」ことを要請したことを強調した
（CRPD委員会のオーストラリアの総括所見、2013年9月）

提案設問：
· 障害のある両親が子どもの親権を保持し、家族に対する権利が尊重され保護されることを確保するために、連邦レベルでの親の援助と育児支援の権利を明確に確立するために、どのような措置が講じられているか？ 
· ドイツ民法典905条（同意を与えることができない者の不妊手術）を廃止し、法律の不妊手術、中絶、不妊その他の手続きにおいて、関係する個人の自由な同意とインフォームドコンセントなく行われることを明確に廃止し、第三者から提供された代理人の同意を明確に禁止するためにどのような措置が講じられるか？
（インクルーシブな）教育（第24条）
ドイツにおける法的状況は、CRPD第24条に適合していない。すべて州の学校法は、障害のあるまたはない学生の両方を含むインクルーシブな学習グループの可能性
を想定する
。しかしながら、障害のある学生は、普通学校へのアクセスを法的に保証されておらず
、2009年にもたらされた法的な変更にかかわらず、州法のほとんどすべてが、学生は、具体的な人的資源、組織、および物質的な前提条件が満たされた
条件においてのみこの権利を行使することができると規定している。州により親の意志
に反して特別支援学校に送ることが合法であるとさえしている。教育政策の連邦の構造は、学校におけるインクルージョンにかかる国際標準の制定を阻む。すべての学生が共に過ごした短期の初等教育と階層的に秩序化された教育システムは、同質的な学習グループと成績による合理的な選択という考えを安定させる。
2010年に、障害のある学生の29％しか、ドイツの普通学校に行くことができなかった
。様々な連邦国において障害があると診断される学生数は、ばらつきが大きい（異なった分類割当て）。さらに、インクルーシブな特別支援学校教育は、連邦州と様々な特別なニーズ（異なる統合割当て）により異なる。この統合割当ては、異なる州の間でばらつきが多く、6％から40％
以上という幅がある。最も高い割当ては、初等学校に見られる。中等学校の割り当ては、学校の種類でかなり違っており、前期中等教育では39％に達するが、高等学校では、5％に過ぎない
。
障害のある学生の圧倒的多数は、ドイツの特別支援学校に引き続き出席する。 2010年には、75％が卒業証書を取得せずに学校を去った
。インクルージョンには、高品質の基準が必要である。それは、学校の資格を取得する生徒の最大限可能な割り当て水準にまで下げることはできない。統合ニーズが高まっているにもかかわらず、特別支援学校の学生数は大幅には減少しておらず、より多くの学生が特別なニーズの支援資源を必要とすると診断されているという事実があるからだ。 2010年には、487,000人の学生がこれに該当し、全生徒の6.4％に相当する
。 「他のすべてのEU諸国と比べ、ドイツは特別なニーズ教育を受ける学生の割合が最も高い。」（Bundesbildungsbericht 2010）

高等教育：高等教育に 関する法律は、資質に恵まれない学生に対するアクセシビリティと補償の義務を規定している。しかし、まだこの義務を行うことにおいて困難があり、毎日の勉強において、障害のある学生、特に見えない障害のある学生（たとえば、ディスレクシアや心理的障害のある学生）は、困難に直面する。学生のための国の財的支援や融資の文脈の中で学生の生計の財政的支援に関する規定は、資質に恵まれない学生のために、たとえば収入の減少と資金提供時期に関連して補償を行う。日々の生活を賄う障害に関する費用は、認められない（例：薬物治療とアクセシブルなアパートのための追加要件）。
個人的なケースとその人の学習コースの文脈の中で必要とする、補装具への支援、パーソナルアシスタンス（手話通訳者など）、移動支援は、障害者のためのインクルージョン支援に関する規定の中で調整される。（社会法典13編54条）これについは、その人自身の収入や財産に依存し、しばしばとても制約される
。
若手研究者：連邦政府の第2報告書、「2013年若手科学者連邦報告書 」(BuWin 2013)は、再び障害と慢性症状の若手研究者の不利な状況について述べた。最初のBuWin の報告書と同様、このグループの状況について統計的なデータ不足、経験による知見、関連する法律における合理的配慮の規定の欠如を取り上げた。
この教育システムは、連邦と州レベルで当局による熱心に調整されたアクションに欠けている。この連邦は、十分にその責任を負わない。その他の行動計画
とは対照的に、連邦政府のCRPD国家行動計画は、州や自治体が、教育となると主要な責任が与えられても、州や自治体を完全に無視している。連邦
と州の多くは、教育システムに関するCRPD第24条に起因する行動のニーズがほとんどないと主張している
。
さらに、CRPD第24条は、間違って翻訳されており、「インクルーシブな（inclusive）」は,「統合された（Integrated）
」として翻訳されている(この報告書の最初のセクション、4ページを参照)。ドイツ教育システムが部分的に統合されているにすぎず、そしてこれは、明らかにインクルーシブではない。しかも、当局は、CRPD第24条により障害者が直接的な権利と特に普通の教育機関にアクセスをする権利を主張することを認める範囲について国際的な法的議論を無視する（CRPD第24条パラ2（2））。連邦政府及び州は、これらの権利について疑問さえ持っている
。
提案設問：
· インクルーシブな教育に対する個々の権利を制限する教育法の法的な条項を廃止するためにどのような措置が講じられるのか？

· 連邦政府と州政府が、インクルーシブ教育を実施するために協力的で、調整され、献身的な共同のアプローチを確保するために、どのような措置をとっているのか？連邦政府は、人材、組織その他の配慮/条件の欠如に基づいてインクルージョンの実現を拒否しうる州法に含まれる法的例外にどのように対応するのか？

· 申請とサービス配分の手続きに差別がないことを確実にする、州法に合理的配慮の規定を制定するために、連邦政府によってどのような措置が講じられているか？そして、個人の支援計画策定において、障害者とその親がどの程度包含されるのか？
· 連邦政府は、正規の学校では、手話通訳や授業援助の提供など、不利な立場にある生徒や学生に対して合理的な配慮と補償が認められるようにすることをどのようにして確立させるか？
· 障害児教育についてすべての教師（特別支援教育教師だけでなく）の必須の訓練に、またインクルーシブ教育の価値と原則が教師の訓練や教育のキャリアの始めに注入されることを確保するために、大学の中核教員養成カリキュラムの不可欠な部分としてどのようにインクルーシブ教育が包含されているのか述べよ。
· 連邦政府が、学校や大学の障害学生の統計データの欠如を解決し、障害と慢性的疾患のある学生のグループを調査するとともに、教育上の法的規定のギャップを埋めるために、どのような措置が講じられているか？

· CRPDの第24条において、英語の 「インクルージョン（inclusion）」を「統合（integration）としたドイツ語の誤った公定訳を変更するために、どのような措置が取られているか？

健康（第25条） 

外来診療へのアクセスは、心理社会的障害を持つ人を含む障害のある人のための様々な障壁によって特徴付けられる。これらは、構造的障壁、情報と助言の不足から未解決のコミュニケーション問題、サービス拒否、低品質ケアにつながる敵対的な態度、そして第14条、第17条、および第23条ですでに述べたように、関連する個人による自由なインフォームドコンセント要件の拒否に起因する強制治療までさまざまである。特定の障害者グループとのやり取りに関する実践的な専門知識に関する知識の不足と欠陥は、大きな障壁となる。

病院では、障害を持つ人、特に知的障害、心理社会的障害、認知症または重複障害のある人は、他の人と平等に扱われていない。障害者のための必要な援助と支援は、入院中の例外的な場合にのみ保障される。

ケアの間違いが、量や質の点で適切な訓練を受けたスタッフとケア基準の一貫した遵守をもって避けられたかもしれなかった褥瘡と拘縮の増加など、継続的に起きている。

提案設問：
· 合理的配慮の提供、質の高い、熟練したケアおよび関係する個人の自由なインフォームドコンセントの尊重を確保するために保健ケアへのアクセスの障壁（態度、知識、実行力、コミュニケーション能力、現場及びコミュニケーションの障壁など）を取り除くためにどのような措置が講じられているのか？
· 合理的配慮、自由なインフォームドコンセントへの権利、障害者とのコミュニケーションを含む障害者の権利についてすべての保健専門家を訓練するためにどのような措置が講じられているのか？

· 全国、特に農村部において障害者に対する保健サービスへのアクセスを確保するために、性・生殖に関する保健サービス、医療保険の実施、リハビリ分野の人材不足や数が限られた医療施設を含む、アクセシブルな保健サービスへのアクセスを確保するためにどのような措置が講じられているか？

· 障害者に対してアクセシブルな言語（手話を含む）および様式で、性・生殖に関する保健を含む保健サービスの情報を普及するために、どのような措置が計画されているのか？

ハビリテーション(適応のための技能の習得)及びリハビリテーション（第26条）
包括的な視点で、CRPD第26条は、保健、雇用、教育、社サービスのすべての関連分野において、またその関連分野にわたって、ハビリテーション及びリハビリテーション措置が提供されることを規定している。これとは対照的に、ドイツではリハビリテーション分野が大きく細分化されている。医学的および職業的リハビリテーションに加えて、社会復帰のための措置がいくつか用意されているが、その分野自体は未発達のままである。膨大な数のリハビリテーション機関と責任は、それを必要とする人々にとっては不明瞭なシステムとなり、明確な区別と部門の責任の定義に関して多くの問題を伴う。ドイツのリハビリテーション部門は依然として入院施設によって支配されている。対照的に、患者に接近し、彼らの日常的な環境に対応する外来およびモバイルリハビリテーションサービスが欠けている。
提案設問：
· 医学的、職業的及び社会的リハビリテーションがより効率的に連結され、機関を超えたカウンセリングと調整されたサービス提供が確保されることを保証するために、連邦政府によりどのような措置が講じられているのか？
労働及び雇用（第27条）
割当雇用制度：ドイツでは、20人以上の従業員を雇用している企業は、少なくとも職位の5％について重度障害者を配置する義務がある。もし彼らがこのいわゆる雇用義務に従わなければ、彼らは、割当雇用の不足部分について納付金を払わなければならない（現在、障害のある従業員に与えられなかった職位ごとに最大で月額290ユーロ） 。以前の年と同様、4.5％の最低雇用枠が満たされなかった。民間の雇用主は、４％しか雇用率を満たしていない（公共部門：6.3％）。ここ数年でのこの割当雇用の肯定的な発展（2003年の4.0％から2009年の4.5％への増加）は、ほとんどの場合、公共部門の雇用主に限られている。雇用義務を負っているドイツの雇用主の31％は、障害者を雇用していないか、1％未満の雇用であり、その大部分は民間部門に属する。

ドイツにおいては、障害者は、他の者より失業によって大きく影響される。より幅の広い支援ニーズがある障害者（重度障害者）の失業率は、14.8％に達し、その一方で一般失業率は、7.9％である（一章を参照）。より幅の広い支援ニーズがある障害者の高失業率は、労働市場におけるインクルージョンを測る良い指標となるが、国家計画案（NAP）には述べられていない。同様に、厳しい地域差についても述べられていない。西ドイツと比較して、一般の失業率と同様に、東ドイツのより幅の広い支援ニーズを持つ障害者の失業率は特に高い。
OECD調査によれば、より幅広い支援ニーズがある障害者の失業率については、ドイツ、スロベニア、チョコスロバキア、及びベルギーが他の先進国との比較の中でリストの最後に見つけられる
。15歳から65歳までのより幅の広い支援ニーズのある障害者の労働力参加率は、2009年には52％、障害のない者については、79％になる
。障害のない女性（72％）と障害のある男性（56％）の両方と比べ、障害のある女性は、最も低い47％を示している。移住経験のある障害のある女性は、労働市場におけるさらに低い雇用の機会の中で競わなければならない
。
「障害者作業所”」
において、これらの施設に永久に雇用される障害者数は、2005年の211,246人から2010年の248,441人
に増加している。 これは、一般労働市場における雇用機会の不足に起因している
。全体では、年平均成長率３％に対し、作業所利用者の一般労働市場への移行率は0.16％にすぎない。女性は男性と比較して長期間作業所に留まり、一般労働市場に移行する可能性が少ない
。


2010年には、作業所のいわゆる通常業務部門の就労者（利用者）は、平均月給が180ユーロ、すなわち１年間で2,160ユーロを得た
。法律では、作業所によって生み出された収入の少なくとも70％を就労者の給与として払われなければならないと規定されている。年金基金の負担金は、事実上の給与に基づいて計算されるのではなく、一般社会保険枠組みの基準値の80％に相当する数値で計算される。作業所での20年間の就労期間の後、関係者は、完全に仕事に対して無能とみなされることに基づいて、連邦資金によって補助される年金を取得する
。
雇用分野における法規定の中には、失業者に差別的な影響を及ぼすものがある。職場の法令によれば、企業は、本来、アクセス可能な職場を提供する義務はなく、障害のある従業員をすでに雇っている場合にのみ義務がある。さらに、インテグレーテーション・オフィス（統合事務所）は、アクセス可能な職場の設計から生じるすべてのコストをカバーする必要はない（重度障害者調整支出規則（SchwbAV） 27条参照）。障害のある人は、このサービスに法的権利を与えられておらず、「合理的配慮」の基準に従って決定されていない。このような規定は、仕事に応募する時、障害者を不利な立場に置き、雇用主は、アクセシブルな職場を再設計するコストを恐れ、障害のない人を雇用することを好む。 
ドイツには数多くの質の高い職業リハビリテーションプログラムが存在しているが、アクセスするのは容易ではない。連邦雇用庁によって管理されている認知された職業訓練生の数は、過去数年にわたって継続的に減少している。再統合率は2002年の5万人から2007年には2万2,000人にまで低下し、若年層に関するリハビリテーション数は5万7,000人（2002年）から4万6,000人（2007年）に減少した
。それ以来、数字はこの低レベルで停滞した
。同様に、法定年金保険制度からリハビリテーションサービスを受けることがより困難になった。 2010年の需要と申請者数は（前年比3.3％）増加したが、承認件数は2％減少
した。
提案設問：
· 企業が、より多くの障害者を雇用するために、たとえば、納付金の額の引き上げによりインセンティブを強化するためにはどのような措置が講じられているか？

· 障害のある女子や若い女性の職業訓練へのアクセスを改善し、増加させるための取り組みを含む、有給雇用に関する障害のある女性の状況を改善するために、障害を持つ女性およびその代表組織と協議してどのような措置を講じられているか？

· 必要な支援を得て一般労働市場における機会を増やし、雇用を促進するために、また、個人が障害者作業所で働くかどうかを自由に選択することを確保するためにどのような措置が講じられているのか？

· 企業がすでに障害者を雇用しているかどうかにかかわらず、職場をアクセシブル（感覚障害者のためのインターネット、イントラネットおよびIT規定を含む。）にし、合理的配慮の提供が求められる、職場法令の拘束力のある条項を実施するために、どのような措置が講じられているか？

· 職業リハビリテーションプログラムへのアクセスを改善し、リハビリテーションの権利を保証するために、ドイツにおける職業リハビリテーション利用者の認定数を増やすべく、どのような措置が取られているか？

相当な生活水準及び社会的な保障（第28条）

ドイツの障害者は、しばしば貧困と差別の対象となる。これには多くの理由がある。障害のない人と比べ、障害のある人は、労働生活への参加がしばしばより少ない
。障害のない人の76.5％が15歳から65歳までの年齢で働いているのに対し、この数字は障害のある人にとっては約半分となる
。障害のある女性は、障害がある男性より貧困の影響をより受け、2005年のマイクロセンサス（人口と労働市場の公的な統計）によれば、障害のある女性の32.4％は月700ユーロ未満の純所得を有していた。同じことが障害のある男性の12.8％。に当てはまる
。
これに加えて、地域社会生活の参加を可能にするプログラムは、公的扶助によるため資力調査が行われる
。したがって、援助サービスを必要とする人々については、調整された収入の40％以上が没収される。終日入所施設にいる障害のある人は、月額100.98ユーロ
のポケットマネーしか残されない。作業所で就労する、所得支援を受けている人には、作業所の給与から月額わずか46.75ユーロとこの額を超える作業所の給与の25％がポケットマネーとして残されるにすぎない
。参加給付の資力調査は、障害のある人に2,600ユーロの保護資産を認めるだけである。障害のある人々は、結果として経済発展の機会を制限され、生活が一生低レベルに設定される
。
提案設問：
· 障害者のための参加サービスは、措置とは別に、社会サービス法により与えられること、またこれらのサービスが所得や資産と無関係に与えられることを確保するためにどのような措置が講じられるのか？
政治的及び公的活動への参加（第29条）
連邦選挙法のセクション１３の２

連邦選挙法（BWG）13条2項によれば、後見人が、すべての業務を管理するために暫定措置によって任命されるだけでない人は、ドイツにおける積極的および受動的な投票権
から排除され、適用法における同一の結果として欧州連合（EU）、州と地方の選挙への参加にも適用される。
これに加えて、罪を犯し、責任能力が低下した状態にあるとみなされ、また、精神病院に収容される個人は、投票権が認められない（BGM第13条パラ３）。心理社会的障害者からの選挙権の全般的排除は、障害がない犯罪者が投票権を確保していることを考えると差別である。
BWG13条パラ2と3による投票権から障害者を排除することで、ドイツは、CRPDと近年の国際的な法的義務に違反する。さらに2012年3月20日に国連人権理事会は、「障害者の権利：政治及び公的活動の参加
」という決議を公表した。この決議で、彼らは、世界人権宣言第21条、市民権および政治的権利に関する国際規約第25条、及びCRPDの第29条で確立された政治的および公的活動に参加する権利を立証した。理事会は、障害者の政治的権利をその障害に基づいて撤回または制限することは差別の行為であり、CRPDと矛盾していると判断した
。ドイツは、この国連人権理事会の決議に明確な同意を表明した。
第29条で述べられたように、締約国は、障害者の政治的自己代表を確保する環境の創設を積極的に推進することが義務となる。2011年11月から、欧州共同体理事会が政治的および公的な生活の中で障害者の参加
についての勧告は、この義務に従っている。同様に、CRPD 第29条に関する人権高等弁務官
による調査（2011年12月）の中で、19項で障害者の自己代表団体の創設を、地方、地域、国家、国際的なレベルで促進する義務を強調している。残念ながら、これはドイツでは起こっていない。障害者の自己代表団体は制度的支援を受けないかわりに、政治的自己代表のためにではなく、通常は他のプロジェクト目的に役立つ短期プロジェクト資金が割り当てられている。
提案設問
· 連邦法13条パラ2及び3、州と地域および欧州選挙法に関する法律における同一の規則に従って、障害者というカテゴリーの人々の投票権行使の全般的排除を取りやめるために、どのような措置が取られているか？
· および制度的支援を含む障害者のDPOの創設と運営を支援するためにどのような措置が講じられているか？
D. 特定の義務（第31条、32条）

統計及び資料の収集 (第31条)

これまで、すべての分野において障害のある人のバリアや参加の欠如に関するデータが不十分である。したがって、ドイツのCRPD同盟は、これらのデータへの第一歩として、2013年7月から新たな連邦レポート「参加報告書
」を歓迎し、生活機会調査を確立するための準備を歓迎する。現時点では、この調査が人権指標と連動しているかどうかは明らかではない。さらに、ドイツのすべての連邦統計は男性と女性のみ言及している。これは、インターセックスの人を除外し、それらを「見えない」ようにする。したがって、インターセックスの人に関する信頼できる統計データは入手できない。彼らの遺伝的、染色体やホルモンの状態に関係なく、インフォームドコンセントなしに、医療証拠の決定に基づくことなしに、多くのインターセックスの人々が切断に至る手術のために障害者となる。関係者の団体は、このグループはドイツの80,000〜120,000人で構成されていると推定する。性転換手術の後、インターセックスの人の85％が、「女性」となる
。彼らは専門家の医療から完全に除外されている。他の国連機関はすでにこの問題を観察し、批判している
。
提案設問

· 政府により統一されたデータベースを構築し、インターセックスの人を含む性別、年齢、障害の種類、民族性、都市/農村部の人口など（たとえば、教育、保健、法へのアクセス、法的能力、暴力、雇用、施設収容、住宅、政治参加など）により分類されたすべての分野の情報を体系的に収集するために、またそのために障害者と彼らの代表組織を積極的に関与させ、密接に協議するためにどのような措置が講じられているのか？
· 人権指標に基づいた生活機会調査を確立するために、どのような措置が講じられているのか？
国際協力 (第32条) 

CRPD第32条を実施するために努力が払われる一方で、ドイツは、障害者を包摂する体系的な開発政策からほど遠い。これまでは、単独の、障害に特化した、または、障害インクルーシブなプログラムとプロジェクトが存在しているだけである。国家報告で言及されているモデルプロジェクトは、インクルーシブなドイツの開発援助プログラムの体系的な整備の代表例ではない
。政府は、障害者を横断的な問題と政策レベルの対象グループとして含める
一方で、インクルージョンは、各省庁や実施機関の実践やプロセスに根付いていない
。
提案設問
· 政策レベルでのインクルーシブな発展と人道的援助へのコミットメントが、各省庁と実施機関の固有のプロセスと実践に組み込まれていることを確保するためにどのような措置が講じられ、開発協力への障害者の包摂を確保するためにどのような財源（割当総予算の割合を含む）が提供されるのかを明確にしてください。
ドイツの開発政策には、障害者に対する包括的なプロジェクトやプログラムの質、数、範囲についての体系的なデータ収集、指標、基準が含まれていないため
、その範囲を監視し評価することはできない。
提案設問：
· 一般的なプログラムやプロジェクトにおいて障害者を主流化する行動の度合い、とくに障害のある人を対象とするプログラムやプロジェクトの質や範囲を測定するためにどのような措置が講じられているかについて詳細を述べてください。
国内における実施及び監視 (第33条)

政府内にはフォーカルポイントがあるが、NAPの評価と監視に市民社会を関与させる信頼できる政府の手続きはない。調整する仕組みは存在しており、その重要な機関は、「インクルージョン諮問機関」と呼ばれ、障害者が多数を占める。この機関は4つの専門委員会によってサポートされている。 ドイツ人権研究所に置かれている、パリ原則に準拠したドイツの独立監視機関もある。この機関は市民社会、特にDPOと積極的に協議、協力し、機関内において障害者を雇用しようとしている。
2013年12月ベルリン
付属文書‐ドイツCRPD同盟構成団体
A 

AKTION PSYCHISCH KRANKE e. V. 

Allgemeiner Behindertenverband in Deutschland e. V. – ABiD 

ALZheimer ETHik e. V. – ALZETH 

Arbeiterwohlfahrt e. V. – AWO 

Aspies e. V. 

autismus Deutschland e. V. 

B 

Bundesarbeitsgemeinschaft Behinderung und Studium e. V. 

Behinderung und Entwicklungszusammenarbeit e. V. – bezev 

Bundesarbeitsgemeinschaft der Berufsbildungswerke – BAG BBW e. V. 

Bundesarbeitsgemeinschaft der Taubblinden – BAT e. V. 

Bundesarbeitsgemeinschaft für Unterstützte Beschäftigung – BAG UB e. V. 

Bundesarbeitsgemeinschaft Gemeindepsychiatrischer Verbünde – BAG GPV e. V. 

Bundesarbeitsgemeinschaft Gemeinsam leben – Gemeinsam lernen e. V. 

Bundesarbeitsgemeinschaft Selbsthilfe – BAG SELBSTHILFE e. V. 

BundesElternRat (BER) 

BundesElternVereinigung für anthroposophische Heilpädagogik und Sozialtherapie e. V. 

Bundesverband behinderter und chronisch kranker Eltern – bbe e. V. 

BUNDESVERBAND DER BERUFSBETREUER/INNEN – BdB e. V.

Bundesverband evangelische Behindertenhilfe – BeB e. V.

Bundesverband Frauenberatungsstellen und Frauennotrufe – bff e. V.

Bundesverband für Ergotherapeuten in Deutschland – BED e. V. 

Bundesverband für körper- und mehrfachbehinderte Menschen – bvkm e. V. 

Bundesverband Psychiatrie-Erfahrener – BPE e. V. 

Bundesverband Selbsthilfe Körperbehinderter – BSK e. V. 

Bundesvereinigung Lebenshilfe e. V. 

Bundesvereinigung der Landesarbeitsgemeinschaften der Werkstatträte – BVWR e. V. 

Büro zur Umsetzung von Gleichbehandlung – BUG e. V. 

C 

Caritas Behindertenhilfe und Psychiatrie – CBP e. V. 

Christoffel-Blindenmission Deutschland – cbm e. V. 

D 

Dachverband Gemeindepsychiatrie e. V. 

Der Paritätische – Gesamtverband e. V. – DPW 

Deutsche Alzheimer Gesellschaft e. V. 

Deutsche Gesellschaft der Hörgeschädigten – Selbsthilfe und Fachverbände e.V. 

Deutsche Gesellschaft für Soziale Psychiatrie e. V. -DGSP c/o Unionhilfswerk Regionalleitung 

Deutsche Rheuma-Liga Bundesverband e. V. 

Deutscher Blinden- und Sehbehindertenverband – DBSV e. V. 

Deutscher Gehörlosen-Bund e. V. 

Deutscher Gewerkschaftsbund – DGB 

Deutscher Schwerhörigenbund – DSB e. V. 

Deutscher Verein der Blinden und Sehbehinderten in Studium und Beruf – DVBS e. V. 

Deutsches Rotes Kreuz – DRK e. V. 

Deutsches Studentenwerk – DSW e. V. 

Diakonie Deutschland – EWDE 

E 

Eltern für Integration e. V. 

Elternzentrum Berlin e. V. 

Enthinderungsselbsthilfe von Autisten für Autisten – ESH 

Bundesverband Forum selbstbestimmter Assistenz behinderter Menschen e. V. – ForseA 

F 

Forum-Pflege-aktuell 

G 

Gewerkschaft Erziehung und Wissenschaft (GEW) – Hauptvorstand 

Grundschulverband e. V. 

H 

Handicap Netzwerk – Freundeskreis Menschen mit Handicap e. V. 

I 

Interessengemeinschaft Gehörloser jüdischer Abstammung in Deutschland – IGJAD e. V. 

Interessenvertretung Selbstbestimmt Leben in Deutschland – ISL e. V. 

Intersexuelle Menschen e. V. – Bundesverband 

K 

Kreisverband der Gehörlosen Potsdam und Umgebung e. V. 

Freie Kunst Akademie U7 gUG 

L 

LAG GEMEINSAM LEBEN – GEMEINSAM LERNEN Niedersachsen e. V. 

LAG Inklusion in Sachsen – LAGIS e. V. 

Leben mit Usher-Syndrom e. V. 

Lebensinsel e. V. 

M 

Menschzuerst – Netzwerk People First Deutschland e. V. 

mittendrin e. V. 

MOBILE – Selbstbestimmtes Leben Behinderter e. V. 

N 

NETZWERK ARTIKEL 3 – Verein für Menschenrechte und Gleichstellung Behinderter e. V. 

Netzwerk behinderter Frauen Berlin e. V. 

Netzwerk gegen Selektion durch Pränataldiagnostik 

P 

PRO RETINA Deutschland e. V. 

S 

Sozialverband Deutschland – SOVD e. V. 

Sozialverband VdK Deutschland e. V. 

Stiftung taubblind leben 

U 

unerhört e. V. 

V 

Verband Entwicklungspolitik Deutscher Nichtregierungsorganisationen – VENRO e. V. 

Verbund behinderter ArbeitgeberInnen – VbA – Selbstbestimmt Leben e. V. 

ver.di – Vereinte Dienstleistungsgewerkschaft 

Verband für anthroposophische Heilpädagogik, Sozialtherapie und soziale Arbeit e. V. 

W 

Weibernetz e. V., Bundesnetzwerk von FrauenLesben und Mädchen mit Beeinträchtigung 

Z 

Zentrum für Flüchtlingshilfen und Migrationsdienste (zfm) unter der Trägerschaft des Behandlungszentrums für Folteropfer e. V. (bzfo)
（翻訳：野村美佐子・松井亮輔）

� signed in 2007, ratified in 2008 and which came into force on 26 March 2009


� CRPD.C.DEU.1_en cf. http://www.ohchr.org/EN/HRBodies/CRPD/Pages/futuresessions.aspx


� The need for implementation is qualified at many points not only in the memorandum, but also in the 1st state report by the Federal Government


� Draft law of the Federal Government on the UN Convention on the Rights of Persons with Disabilities (December 13, 2006), and on the corresponding Optional Protocol (December 13, 2006), BT-Drs. 16/10808, p. 58: “[…] when looking at core themes in educational politics in the individual federal states of the Federal Republic of Germany, one can see numerous congruencies.”


�  “Educational and legal aspects of the implementation of the United Nations Convention on the Rights of Persons with Disabilities (December 13, 2006)”, agreement of the � HYPERLINK "http://www.dict.cc/englisch-deutsch/%5BStanding%5D.html" �Standing� � HYPERLINK "http://www.dict.cc/englisch-deutsch/%5BConference%5D.html" �Conferenc�e � HYPERLINK "http://www.dict.cc/englisch-deutsch/%5Bof%5D.html" �of� � HYPERLINK "http://www.dict.cc/englisch-deutsch/%5Bthe%5D.html" �the� � HYPERLINK "http://www.dict.cc/englisch-deutsch/%5BMinisters%5D.html" �Ministers� � HYPERLINK "http://www.dict.cc/englisch-deutsch/%5Bof%5D.html" �of� � HYPERLINK "http://www.dict.cc/englisch-deutsch/%5BEducation%5D.html" �Education� � HYPERLINK "http://www.dict.cc/englisch-deutsch/%5Band%5D.html" �and� � HYPERLINK "http://www.dict.cc/englisch-deutsch/%5BCultural%5D.html" �Cultural� � HYPERLINK "http://www.dict.cc/englisch-deutsch/%5BAffairs%5D.html" �Affairs� � HYPERLINK "http://www.dict.cc/englisch-deutsch/%5Bof%5D.html" �of� � HYPERLINK "http://www.dict.cc/englisch-deutsch/%5Bthe%5D.html" �the� � HYPERLINK "http://www.dict.cc/englisch-deutsch/%5BL%C3%A4nder%5D.html" �Länder� � HYPERLINK "http://www.dict.cc/englisch-deutsch/%5Bin%5D.html" �in� � HYPERLINK "http://www.dict.cc/englisch-deutsch/%5Bthe%5D.html" �the� � HYPERLINK "http://www.dict.cc/englisch-deutsch/%5BFederal%5D.html" �Federal� � HYPERLINK "http://www.dict.cc/englisch-deutsch/%5BRepublic%5D.html" �Republic� � HYPERLINK "http://www.dict.cc/englisch-deutsch/%5Bof%5D.html" �of� Germany (KMK) from November 18, 2010, p. 2: “The German legal situation essentially complies with the standards of the Convention.”





� National Action Plan of the federal government with regard to the implementation of the UN CRPD (NAP): “Our path to-wards an inclusive society”, date of publication: September 2011 (hereafter abbreviated as NAP).


  See NAP, p. 162


� See NAP, p. 162.


� Deutsches Institut für Menschenrechte (ed.): Aktionspläne zur Umsetzung der UN-Behindertenrechtskonvention. Positionen der Monitoring-Stelle. Berlin, September 2010.


� See http://www.deutscher-behindertenrat.de/mime/00060491D1274941874.pdf (p. 50-52).


� http://www.kompre.de/brk/attachments/article/72/BMAS%20-%20Deutsch-abgestimmte%20uebersetzung.pdf


� see Definition of "Barrierefreiheit" in § 4 of the German equal opportunities for disabled people act [Behindertengleichstellungsgesetz, 2002]


� http://www.netzwerk-artikel-3.de/attachments/093_schattenuebersetzung-endgs.pdf.


� See, for example, the conference” Teilhabe braucht Visionen” at:


http://www.einfachteilhaben.de/DE/Service/UN_BRK/UN_BRK_Teaser/UN_BRK_dossier_neu.html?nn=1649116&notFirst=true&docId=1649348.


� CRPD/C/2/3, October 2009.


� The following paragraph refers to 1) Deutscher Behindertenrat: Forderungen des Deutschen Behindertenrates für einen Nationalen Aktionsplan zur Umsetzung der UN-Behindertenrechtskonvention. Berlin, May 2010, p. 10/11; 2) Peter Masuch: Die UN-Konvention über die Rechte von Menschen mit Behinderungen vom 13. Dezember 2006. In: Wolfgang Schütte (ed.): Abschied vom Fürsorgerecht. Von der “Eingliederungshilfe für behinderte Menschen“ zum Recht auf soziale Teilhabe. LIT Verlag, Berlin 2011, p. 75


� “Reasonable accommodation” is referred to in CRPD Articles 2; 5 (3); 13 (1); 14 (2); 24 (2c, 5); 27 (1i).


� § 81, Sozialgesetzbuch IX (SGB IX) is referring to the tasks of the employer e.g. to provide accessible technical equipment at their workplace


� For example, persons with hearing or communication impairments do not have a legal right to obtain refunds for commu-nication aids. Hearing impaired persons only have a right to obtain financial support for sign language interpreters or other communication aids in welfare services proceedings, their workplace, and their personal administrative and legal proceed-ings.


� the concept of "multiple discriminiation" or "intersectional discrimination" is not recognised in German laws


� See http://www.bagfw.de/fileadmin/media/Projekte_2012/Gemeinsame_Erkl%C3%A4rung_2012-01-23_final.pdf.


� The European Parliament already acknowledged deaf-blindness as a specific disability in 2004. The current political debates in Germany seem to point to a growing desire to establish the feature of “deaf-blindness”. However, up until this day, no concrete steps were taken. See the Bundestag debate (PlProt. 17/17211, November 29, 2013, � HYPERLINK "http://dipbt.bundestag.de/dip21/btp/17/17211.pdf#P.25887" ��http://dipbt.bundestag.de/dip21/btp/17/17211.pdf#P.25887�), as well as the unanimous vote at the 89th Conference of Ministers for Labor and Social Affairs on November 28-29, 2013 (agenda item 5.1), http://www.sachsenahalt.de/fileadmin/Elementbibliothek/Bibliothek_Politik_und_Verwaltung/Bibliothek_MS/ASMK/Ergennisse_der_89_Konferenz_am_28_und_29_11__2012.pdf.


� Bundesministerium für Familie, Senioren, Frauen und Jugend (2009): Lebenslagen behinderter Frauen in Deutschland. Auswertung des Mikrozensus 2005; Bundesministerium für  Familie, Senioren, Frauen und Jugend (2012): Lebenssituation und Belastungen von Frauen mit Beeinträchtigungen und Behinderungen in Deutschland.


� Pflegestatistik 2008, Pflege im Rahmen der Pflegeversicherung – Deutschlandergebnisse, Statistisches Bundesamt, Wiesbaden 2011.


� Section 2 of the German Code of Social Law XI: …“Wünsche der Pflegebedürftigen nach gleichgeschlechtlicher Pflege haben nach Möglichkeit Berücksichtigung zu finden.“ […”If the person who needs care requests care by someone of the same gender, this must be taken into consideration as far as possible.”]


� With Art.19 CRPD, the State Parties have also committed themselves to the provision of personal assistance. Personal assistance means, amongst other things, being freely able to choose the assistance person.


� Bundesministerium für Familie, Senioren, Frauen und Jugend (2009): Lebenslagen behinderter Frauen in Deutschland. Auswertung des Mikrozensus 2005.


� See Germany’s third and fourth state reports on the Convention on the Rights of Children, p. 64.


� See Rechtsdienst der Lebenshilfe 3/2012, p. 108/109.


� See NAP, p. 152 et seq.


� The “Menschen mit Behinderungen” leaflet published by federal agency for civic education [Bundeszentrale für politische Bildung/BPB] provides a good overview of the current societal perspectives: http://www.bpb.de/apuz/27782/menschen-mit-behinderungen.


� The word “ableism”, from “ability” and “-ism” can be compared to notions such as racism or sexism. See Rebekka Maskos’ input, : http://www.zedis.uni-hamburg.de/wp-content/uploads/maskos_14122011.pdf


� See texts and materials at http://www.institut-fuer-menschenrechte.de/de/menschenrechtsbildung.html


� Over a period of ten years, only 25 target agreements have been negotiated. See the target agreement register at � HYPERLINK "http://www.bmas.de/DE/Themen/Teilhabe-behinderter-Menschen/Zielvereinbarungen/Zielvereinbarungsregister/inhalt.html" �http://www.bmas.de/DE/Themen/Teilhabe-behinderter-Menschen/Zielvereinbarungen/Zielvereinbarungsregister/inhalt.html�.


�� HYPERLINK "http://www.gesetze-im-internet.de/bitv_2_0/" ��http://www.gesetze-im-internet.de/bitv_2_0/�


� Law from April 28, 2011, BGBl. I, p. 666.


� Law on ID documents and electronic proof of identity, June 18, 2009, BGBI.I, p. 1346.


� see http://dip21.bundestag.de/dip21/btd/17/094/1709406.pdf


� the "age-appropriate-renovation-scheme" includes the reduction of barriers in existing homes; see https://www.kfw.de/Download-Center/F%C3%B6rderprogramme-(Inlandsf%C3%B6rderung)/PDF-Dokumente/6000002642-M-159-AU.pdf





� Source: Bundesamt für Justiz, analysis: Deinert, � HYPERLINK "http://www.bdb-ev.de/220_Basisinformationen.php –3Fakten.pdf" ��http://www.bdb-ev.de/220_Basisinformationen.php –3Fakten.pdf�. Potential support systems within families are becoming less frequent and reliable. At the same time, the social welfare scheme was transformed according to the paradigm of the “activating welfare state”, and linked to high expectations regarding the beneficiaries’ involvement. Support services, such as budget assistance in the context of the Personal Budget as defined in § 17 SGB IX, or regional care management offices [Pflegestützpunkte] according to § 92c SGB IX, could potentially serve as guidelines when navigating the highly segmented German social care system, but their implementation was deficient. On the issue of budget assistance, see � HYPERLINK "http://www.forsea.de/projekte/Gesetzesreformen/040522_pb_ass.shtml" ��http://www.forsea.de/projekte/Gesetzesreformen/040522_pb_ass.shtml�.; on care management offices, see Deutscher Bundestag (Drucksache 17/9203): Kleine Anfrage der SPD-Fraktion vom 28. 3. 2012 zum Ausbau der Pflegeinfrastruktur durch Pflegestützpunkte und Pflegeberatung.


� For example, the Swedish Skåne region established this type of system and therein the Personligt Ombud (PO) program. See � HYPERLINK "http://www.po-skane.org" ��www.po-skane.org�; see World Bank & WHO (2011): World report on disability, p. 138


� Source: Federal Ministry of Justice, Special Survey on Legal Proceedings according to the Guardianship Law [Verfahren nach dem Betreuungsgesetz] 1998 – 2005.


� For example, the laws on mentally ill persons [Psychisch-Kranken-Gesetze/PsychKGs]


� In Germany in late 2009, 2.34 million persons, the majority of whom were women, were in need of care as defined in the long-term care insurance law [Pflegeversicherungsgesetz, SGB IX]. More than two thirds of the care recipients lived in their own home, and again, most of them were women. Also, 75% of full in-patient care recipients in institutions are women. (Bundesministerium für  Familie, Senioren, Frauen und Jugend (2012): Lebenssituation und Belastungen von Frauen mit Beeinträchtigungen und Behinderungen in Deutschland (see also http://www.uni-bielefeld.de/IFF/for/zentrale_ergebnisse_kurzfassung.pdf).


� Bundesministerium für  Familie, Senioren, Frauen und Jugend (2012): Lebenssituation und Belastungen von Frauen mit Beeinträchtigungen und Behinderungen in Deutschland (see also http://www.uni-bielefeld.de/IFF/for/zentrale_ergebnisse_kurzfassung.pdf).





�verbal humiliation [Beleidigung] is a criminal act in Germany; see § 185 StgB 


� R. Ketelsen, M. Driessen, C. Zechert (2007): Kooperationsmodell zwischen psychiatrischen Kliniken mit dem Ziel der Qualitätssicherung bei Zwangsmaßnahmen. In: Psychiatrische Praxis, Supplement 2, 35: p. 208-211.


� Steinert T, Kallert TW (2006) Medikamentöse Zwangsbehandlung in der Psychiatrie. In: Psychiatrische Praxis 33: p. 160-169.


� See BT-Drs. 17/10712.


� Decision of the BVerfG from March 23, 2011 – 2 BvR 882/09 Rheinland Pfalz, decision of the BVerfG from October 12, 2011 – 2 BvR 633/11 Baden Württemberg.


� Committee for the Rights of Persons with Disabilities: Guidelines on the treaty-specific document to be submitted by States parties under Article 35, Paragraph 1, of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities, United Nations, Geneva 2009 (CRPD/C/2/3).


� For example, this is frequently the case with deaf-blind persons, since there is not enough staff trained to provide deaf-lind assistance.


� See for example, http://www.kobinetnachrichten.org/cipp/kobinet/custom/pub/content,lang,1/oid,25110/ticket,g_a_s_t.


� Monitoring-Stelle zur UN-Behindertenrechtskonvention: Die UN-Behindertenrechtskonvention: ihre Bedeutung für Ämter, Gerichte und staatliche Stellen. Deutsches Institut für Menschenrechte, Positionen Nr. 6, Berlin 2012.





� vgl. http://www.sozialgesetzbuch-sgb.de/sgbix/17.html. This theoretically enables services from a single source, which would be helpful regarding the variety of cost-bearers and competence wrangling associated with this.


�This fact is not mentioned in the German state report on the CRPD; there are no corresponding measures in the action plan on implementing the CRPD.


� The additional advice on offer to be financed separately from the Personal Budget is part of this


� According to Statistical Yearbook 2010 (figures dated 31.12.2007), Federal Statistical Office 2010, p. 234 and 


Lebenslagen behinderter Frauen in Deutschland  - Auswertung des Mikrozensus 2005 [Circumstances of disabled women in Germany – Analysis of the 2005 micro census] , BMFSFJ 2009, p. 57


� Chronically ill parents without a “severely disabled person” identity card are not included in this figure.


� See also www.elternassistenz.de


� See also http://www.elternassistenz.de/004.php Youth and welfare agencies shift the responsibility to each other. Clear statutory regulations are lacking.


� http://www.bmj.de/SharedDocs/Downloads/DE/pdfs/Betreuungsgesetz_Verfahren.pdf?__blob=publicationFile.


� See CRPD/C/AUS/CO/1, para 40.


� See CRPD/C/AUS/CO/1, para 40.


� In German education law, the term “students with disabilities” [“Schüler*innen mit Behinderungen”] designates “students with a need for special-needs pedagogic support” [“Schüler*innen mit sonderpädagogischem Förderbedarf”]. In order to simplify the following pages, we use the term “students with disabilities”.


� See NAP, p. 45


� The term “regular school” is used in order to emphasize the difference between “special (needs) schools” and all other schools. “Regular schools” comprise all types of general education schools with the exception of special (needs) schools. In this way, the word does not correspond to the secondary type of school called “regular school” in Thuringen, but greatly exceeds it.


� See Hesse schooling law [Hessisches Schulgesetz], § 49 Para. 2(1), November 21, 2011, GBl. I; p. 679.


� See Lower Saxony schooling law [Niedersächsisches Schulgesetz], March 23, 2012, GVBl. p. 83, § 59 Para. 5.


� Federal education report [Bundesbildungsbericht] “Bildung in Deutschland 2012”; authors’ group “Bildungsberichterstattung”, commissioned by KMK, p. 7.


� Ibid., table D 2-7.


� Prof. em. Dr. Klaus Klemm, Universität Duisburg-Essen, Bildungsforschung und Bildungsplanung, input: “Eine Schule für alle: Bildungssystem und Inklusion”, Evangelische Akademie Tutzing, May 21, 2011.





� This means that these students did not even acquire a Hauptschulabschluss, a lower secondary education diploma. Source: Statistische Veröffentlichungen der Kultusministerkonferenz, Dokumentation Nr. 196 – Februar 2012 “Sonderpädagogische Förderung in Schulen” 2001 bis 2010; p. XVI.


� Ibid., p. XI.


� Bildung in Deutschland 2010; p. 6


� The German Rectors’ Conference [Hochschulrektorenkonferenz] also points this out in the recommendations (“Eine Hochschule für Alle”) adopted during their general assembly on April 21, 2009.





� National Action Plan “For a child-friendly Germany 2005-2010”, accessible at: http://www.kindergerechtes-deutschland.de/zur-initiative/nationaler-aktionsplan/


� Draft law by the Federal Government on the UN CRPD and on the Optional Protocol (BT-Drs. 16/10808, p. 58): “[…] in the education politics of the individual Länder within the Federal Republic of Germany, manifold areas of agreement are visible.“ Likewise, the faulty German translation of Art. 24 CRPD has still not been corrected. Also, the Federal Government continues to insist on the incorrect statement made in the memorandum, namely that Art. 24 CRPD only reflects the current integrative approach of the German schooling system (“lassen vielfältige Übereinstimmungen erkennen“, BT-Drs. 16/10808, p. 58). This is in clear contrast to the resolution adopted by the German Bundestag (BT-Drs. 16/ 11234).


�The KMK produced a similar statement during their conference, “Pädagogische und rechtliche Aspekte der Umsetzung des Übereinkommens der Vereinten Nationen vom 13.12.2006 über die Rechte von Menschen mit Behinderungen”, resolution of November 18, 2010, p. 2: “The legal situation in Germany essentially complies with the CRPD stipulations.”


� Ibid p. 23: “[…] the States parties guarantee an integrative education system on all levels“.


� See ibid p. 2: “Subjective legal entitlements only exist where the legislator has already implemented the law.”





� OECD: Sickness, Disability and Work, 2010, p. 53.


� Pfaff, Heiko et al. (2012): Lebenslagen der behinderten Menschen. Ergebnis des Mikrozensus 2009, https://www.destatis.de/DE/Publikationen/WirtschaftStatistik/Sozialleistungen/Lebenslagenbehinderte032012.pdf.


� BMFSFJ (ed.), Libuda-Köster, Sellach (2009): Lebenslagen behinderter Frauen in Deutschland. Auswertung des Mikrozensus 2005. Short Version, p. 21/22.
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